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本年も「海の日」を迎えるにあたり、この１年の海事を取

り巻く動きや海事局の取組等をまとめた「海事レポート

2017」を皆様にお届けします。 
この１年、世界の経済・社会情勢がめまぐるしく変化する

中、海事分野を活性化し、産業の国際競争力を一層強化し、

地方への経済効果の波及を生み出すなどのために、幅広い関

係者とともに、様々な取組を進めてきました。また、少子高

齢化･人口減少の中で船員をはじめとする海事人材の確保に向

けた取組も行ってきました。 
特に、昨年からは、国土交通大臣の指揮のもと、「海事生産

性革命」として、船舶の開発・建造から運航に至るすべての

フェーズに ICT を取り入れ、造船・海運の国際競争力を向上

させる「i-Shipping」、成長が見込まれる海洋開発市場を我が

国海事産業が獲得することを目指す「j-Ocean」を進めていま

す。 
また、海事クラスターにとって非常に重要なトン数標準税

制を含め海事関係税制の拡充・延長がすべて要望どおり実現

されました。このトン数標準税制の拡充につなげるととも

に、「先進船舶」の開発・製造・導入を促進するための枠組等

を定める「海上運送法及び船員法の一部を改正する法律」も

成立しました。 
加えて、子供たちをはじめとした皆様に海を益々身近に感

じてもらう取組が重要であり、その一環として、先般改訂さ

れた小中学校の学習指導要領においては、我が国における海

洋・海事の重要性についての記載が拡充されました。 
このように、多くの国民のご支援とご理解を頂きつつ、海

洋・海事関係者の皆様とともに様々なことを進めてきた、こ

の一年の取組内容や今後の取組の方向などがぎっしり詰まっ

た本レポートを皆様の傍らに常備していただき、ご参考にし

ていただければ幸いです。 
国土交通省海事局長 羽尾一郎

【表紙の写真】

ジャパン マリンユナイテッド呉事業所

海事レポートは、国土交通省ホームページからダウンロードできます。
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